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Ⅰ 背景 

現役世代の激減と更なる高齢化が大きな社会課題となる 2040 年に向け、行政、産業保

健、医療機関、福祉、教育機関等の様々な分野の保健師が連携し保健活動を展開していく

ことが必要である。 

さらに、社会の変化に伴い多様化・深刻化する労働者の健康課題に対して、働き世代へ

の健康支援に従事する保健師等（以下、産業保健師等）の役割が重要視されている。 

しかし、産業保健師等の活動実態や課題は明らかにされていないのが現状である。 

 

Ⅱ 目的 

大分県看護協会保健師職能委員会では、産業保健師等の活動状況を明らかにし、保健師

間の連携強化や研修体制の整備に向けた基礎資料とする。 

 

Ⅲ 調査概要 

１．調査方法：Web 調査（無記名、自記式）、二次元コードより回答 

２．実施期間：2025 年 9 月 10 日（水）～9 月 23 日（火） 

３．調査対象：大分県内で産業保健分野に従事する保健師等 55 事業場、保健師等 178 人 

４．調査項目：①勤務先、②勤務先の事業場規模及び保健師等の配置人数、③保有資格、 

④年齢及び産業保健分野での通算勤務年数、⑤雇用形態、⑥職位、⑦担当業

務、⑧産業保健の知識・技術の習得方法、⑨⑩健康課題の把握及び主な健康

課題、⑪地域保健との連携状況、⑫産業保健活動上の課題、⑬⑭大分県看護

協会事業への参加状況及び事業名、⑮大分県看護協会加入状況、⑯大分県看

護協会事業への意見・要望など 22 項目 

５．回収状況：回収数 108 回収率 60.7％ 

 

Ⅳ 調査結果 

１．基本属性 （調査項目ごとに記載）                                    n=108 

  上位回答（＊複数回答項目） 

① 勤務先 健診機関:55 人(50.9%) 事業所:20 人(18.5%) 自治体:14 人(13.0%) 

② 事業場規模 100～299 人:41 人(38.0％) 500～999 人:19 人(17.6%) 300～499 人:14 人(13.0%) 

保健師等人数 11 人以上:58 人(53.7%) 3 人:17 人(15.7%) 1 人:10 人(9.3%) 

③ 保有資格＊ 看護師:108 人(100.0%) 保健師:90 人(83.3%) 第 1 種衛生管理者: 

37 人(34.3%) 

④ 年代 45～49 歳:23 人(21.3%) 40～44 歳:22 人(20.4%) 55～59 歳:20 人(18.5%) 

 通算勤務年数 1～5 年未満:26 人(24.1%) 5～10 年未満:15 人(13.9%) 1 年未満:14 人(13.0%) 

⑤ 雇用形態 正社員:80 人(74.1%) その他:13 人(12.0%) 嘱託職員:9 人(8.3%) 

⑥ 職位 特になし:63 人(58.3%) 主任相当:26 人(24.1%) 係長相当:12 人(11.1%) 

 

２．活動実態 （調査項目ごとに記載） 

⑦ 担当業務（複数回答）は、「各種健康診断と事後措置の実施」72.2%、「健康相談・保



健指導」67.6%、「健康診断の実務」66.7%の順であった。 

⑧ 産業保健の知識・技術の習得方法（複数回答）は、「職場の先輩・同僚からの助言・ 

       指導」63.9%、「産業保健に関わる専門誌や書籍」60.2%、「その他のセミナーや勉強

会等」49.1%の順であった。次いで、「地域保健主催の研修会・勉強会」は、32.4%で

あった。 

⑨ ➉健康課題の把握状況は、「把握している」が

56.5%であった。把握している事業場全体の主

な健康課題（主な 3 つ）は、「メンタルヘル

ス」73.8%、「肥満」55.7%、「喫煙」39.3%の順

であった。（図 1）事業場別に見ると、事業所・ 

自治体・医療機関のいずれも「メンタルヘル

ス」が 8 割を超えていた。 

⑪ 従業員の健康保持・増進に向けて地域保健との

連携に取り組んでいること(複数回答)は、「健康

情報・データの共有」41.7%、「地域の医療機関 

などの社会資源に関する状況の共有」17.6%、 

「従業員やその家族等の個別支援」12.0%の順で 

あった。一方、「特になし」は 43.5%であった。 

（図 2）  

⑫ 産業保健活動に取り組む上（職場の体制など） 

での課題（複数回答）は、「マンパワーの確保」 

54.6%、「教育体制の整備（保健師等の人材育成 

等）」43.5%、「処遇改善」29.6%の順であった。 

（図 3）事業場別に見ても、上位の課題は同様 

の傾向であった。 

⑬ ⑭ 大分県看護協会事業への参加状況（複数回 

答）は、「職能別交流集会」37.0%、「保健師ミー 

ティング」17.6%、「看護研究学会」14.8%の順で 

あった。一方、「参加したことがない」は 50.9% 

であり、特に事業所は 8 割を占めていた。 

⑮ 大分県看護協会への加入状況は、「会員」41.7% 

  であった。 

⑯ 大分県看護協会事業（研修等）への意見・要望 

  は、「産業保健師同士や各分野の保健師間で情 

報共有や意見交換ができるような研修を希望 

する」、「健診や産業保健関係の研修を増やして 

ほしい」、「看護協会に入らないと研修等の情報が得られにくい」等であった。 

 

Ⅴ 考察 

１．産業保健師等による働き盛り世代の健康支援の実態 

１）事業場の健康課題 

 ・産業保健師等の 56.5%が事業場の健康課題を把握していた。 

事業場別に把握状況を見ると、事業所、自治体、医療機関は約 7 割を超えていた

が、健診機関は約 3 割であった。健診機関については、複数の事業所を横断的に業
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務を行うため、自身の職場全体の課題把握や地域との接点が少ないことが影響して

いると考える。 

 ・把握している主な健康課題は、「メンタルヘルス」が 73.8%と最多であった。令和 6

年度に日本看護協会が実施した同様の調査と比較すると、日本看護協会の調査は「メ

ンタルヘルス」が 47.9%であり、大分県は明らかに高く最優先の課題であることが明

確となった。日本看護協会調査結果の上位 3 項目は大分県と同様であった。 

２） 産業保健師等の活動内容 

   ・担当業務は、どの事業場も「健康相談・保健指導」や「各種健康診断と事後措置の

実施」等の健診に関連する業務が多く、個別支援が主であった。事業場別に見る

と、健康課題に挙がっている「メンタルヘルス対策」に事業所 8 割、自治体７割が

取り組んでいた。 

   ・働き世代の健康課題は多様化しているが、予防的な取り組みとして「職場全体の健

康づくり（一次予防）」が事業所で 7 割、自治体で 6 割であった。 

 

２．産業保健師等による地域保健関係者との連携 

     ・地域保健との連携で取り組んでいることは、「健診情報・データの共有」「地域の医

療機関などの社会資源に関する情報の共有」「従業員や家族等の個別支援」の順であ

った。事業場別に見て最も多かったのは、事業所は「地域の医療機関などの社会資

源に関する情報の共有」、自治体は「従業員や家族等の個別支援」、健診機関と医療

機関は「健診状況・データの共有」であった。 

一方、「特になし」は全体で 43.5%であり、事業場別に見ると、事業所 55.0%、健診

機関 49.1%、自治体 35.7%であった。分野横断的な連携体制が十分に構築されていな

い現状が示された。 

 

３．産業保健師等の活動基盤と教育体制の整備 

 １）産業保健師等の活動基盤の課題 

  ・勤務先は健診機関が最も多く半数を占めていた。経験年数は 10 年未満が半数を占め

ていた。産業保健師等の大半が健診機関であり、経験年数は比較的短い人が多いこと

が分かった。 

・保健師の配置人数で最も多かったのは、「11 人以上」53.7％であるが、その殆どは健

診機関が占めていた。一方、「１人」が 9.3%であった。また、４人に１人が非正規職

員で、半数以上に職位がなかった。 

健診機関を除いた事業場での配置人数を見ると、半数が 3 人以下であった。    

  ・産業保健上の課題として、「処遇改善」29.6%、「予算の確保」28.7%、「健康支援に対

する職場の理解促進」25.9%と 4 人に 1 人が処遇改善や職場の理解等活動基盤に課題

があると回答していた。 

 ２）産業保健師等の教育体制の整備における課題 

  ・産業保健の知識・技術の習得方法は、「職場の先輩・同僚からの助言・指導」と「産

業保健に関わる専門誌や書籍」が 6 割を占めていた。事業所では、「産業保健学会・

学術集会」が 5 割と他に比べ高かった。 

また、産業保健の知識・技術の習得方法として、「地域保健主催の研修会・勉強会」 

が 32.4%であったことは、地域保健分野との連携の実態が伺えた。 

  ・産業保健活動上の課題として「教育体制の整備」が 43.5%と高く、資質向上やキャリ

ア形成に向け、体系的に学ぶ体制の整備に課題があるのではないかと考える。 



しかし、経験年数が短い傾向がみられたことから、安定した人材確保や継続的な研修 

の機会の提供が難しい状況が推測される。 

  ・労働者健康安全機構の令和 2 年度調査でも、専門的研修を計画的に実施している事業

場は 4 割程度に留まることが示されており、教育体制の整備が全国的な課題であるこ

とが分かる。 

 

Ⅵ 今後に向けて 

本協会では、今回の調査結果を踏まえ、産業保健師との分野横断的なさらなる連携強 

化、教育・研修の機会の情報提供及び拡大に向け検討を進めていく。 

 

１．分野横断的なさらなる連携強化 

   今回、産業保健師等の活動実態調査を実施したところ、回収率 60.7%と半数以上の方

から回答があり、ある程度の現状や課題が把握できた。高い回収率が得られたことは、

産業保健師等の関心の高さの表れであり、加えて、活動基盤の整備や連携促進の啓発に

つながったのではないか。 

   そこでまずは、調査結果を産業保健師等を始め、地域保健等の他分野で働く保健師等

にも情報提供し、そのうえで、産業保健師同士や同じ地域で働く保健師等の相互理解に

努めていきたい。 

   また、本協会の役割や活動についても情報提供し、看護職間の連携や資質向上のため

の役割を担っていることを繰り返し伝えていきたい。 

 

２．教育・研修の機会の情報提供及び拡大に向けた検討 

   本協会は、年間約 100 回の研修会や交流会を開催しており、オンライン研修や職能別

交流集会、新任期・中堅期・管理期のキャリアに応じた研修体制も組んでいる。 

具体的には、5 つの研修分類を基本に、『専門職としての活動の基盤となる研修』『看

護・医療政策に関する研修』『人材育成や教育支援を行うものを対象とした研修』『看護

管理者を対象とした研修』『資格認定教育』に分け年間を通して実施している。会員以

外でも気軽に受講できる研修や交流会があること等の現状や研修計画の情報提供に努め

る。 

そして、産業保健師等のニーズの把握や意見交換の機会を増やしていく。 

行政、産業保健、医療機関、福祉、教育機関などどの分野で働いても、職員の健康、県

民の健康を考える専門職として、2040 年に向けめざす道は同じであることを認識し、

産業保健師等の資質向上に努めていきたい。 

 

 

(参考資料)  

・公益社団法人 日本看護協会：令和6年度厚生労働省先駆的保健活動交流推進事業「産業保

健に関わる保健師等の活動実態調査」：令和7年3月  

・独立行政法人労働者健康安全機構：令和 2 年度事業場における保健師・看護師の活動実態

に関する調査報告書：令和 3 年 9 月 


